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公共投資の地域配分と生産効果

吉野  直行*

中野  英夫**

  道路や下水道整備をはじめとする公共事業は，混雑緩和，普及率の格差解消など各地の

事情に配慮し配分，実施されている。このような各種の公共事業の地域配分は，どのよう

な要因に基づくものか実証的に分析することが，本論文の第一の目的である。地勢，産業

構造など地域の特性を表すマクロ指標と事業の配分との偏相関係数を用いて，両者の関連

を明らかにする。

  本論文第二の目的は，各地域に配分された社会資本が，それぞれの地域の生産活動に，

直接ないしは間接的にどの程度貢献しているのか分析することである。推定にあたって

は，地域間でかなりの開きがある生産技術，社会資本の内容を考慮し，実証研究を試みる。

  本研究で明らかになった主な結論は次の通りである。都道府県レベルの分析では，生活

関連，産業基盤などの目的別事業は，県内総生産，人口，面積いずれにも有意な相関を示

している。生活関連投資は県内総生産との符号は正，人口との符号は負であることから，

一人当たりの所得の高い地域に重点的に配分されている。他方，農業関連，国土保全は生

活関連とは対照的に，一人当たり所得の低い地域への配分が高いことを示唆している。目

的別事業を構成する各項目でもその傾向は一致しており，街路・文教施設，河川いずれも

県内総生産，人口数との相関が強い。ただし，なかには都市計画や住宅のように，県面積

との相関が希薄な事業も見られるなど，細目での配分に特徴が表れている。

  地域間の生産技術の相違を考慮に入れた固定係数モデルによる生産関数の推定では，社

会資本の増加による生産への直接の寄与を表す『直接効果』は，近畿0.215，東海0.213，

四国0.179など推定値は有意かつ先行研究とほぼ一致しているものの，関東以北の地域で

は統計的に有意な値ではない。さらに民間設備投資誘発を通じた間接的な寄与を表す『間

接効果』でも，多重共線性の問題から全地域で有意な推定は得られず，推計方法に課題を

残す結果となっている。

*   慶應義塾大学経済学部教授
**  高崎経済大学経済学部専任講師

要    約



公共投資の地域配分と生産効果

- 2 -

Ⅰ．はじめに

  道路・港湾・街路整備などの社会資本は，そ

れ自身が地域の生産に貢献  す道路・港湾・街

路整備などの社会資本は，それ自身が地域の生

産に貢献すると同時に，流通時間コストの削

減，工場立地条件の改善を通じて，製造業や

サービス業の生産性を高め，その地域への民間

投資や労働需要を誘発する働きがある。

  社会資本が地域経済にどのような効果を及ぼ

しているのか，実証研究は都道府県あるいはよ

り広範な地域を単位とする生産関数の推計に

よってなされてきた。浅子・坂本(1992)，三井

・竹澤(1 99 5 )，吉野・中野(199 4 a，b)の研

究では，程度の差はあるものの，社会資本が地

域経済の発展に寄与している点が示されている。

  しかし，以上の分析には解決すべき課題も残

されている。第一は生産技術に関する仮定であ

る。従来の推計では，さまざまな地理的・地勢

的環境下にある地域を同列に扱い，生産技術の

違いがデータの制約から考慮されていない場合

が多い。十分に長い時系列データを確保できな

い地域分析ではしばしばこの問題に直面する

が，生産技術のフレクシビリテイを確保する観

点からは必ずしも好ましいことではない。

  第二に，社会資本といってもその中身はさま

ざまである。大都市圏に重点的に配分される生

活関連の公共事業は，社会厚生の改善を目的と

し，生産性の向上に結びつかないものも含まれ

る。人口数・産業構造など地域の特性を勘案し

て公共投資は配分されるので，形成される社会

資本も各地域で性格を異にし，多様な機能を有

している。このような社会資本の内容の違いが

どのように地域経済に反映すのか，明らかにす

る必要がある。

  本稿では，第Ⅱ節で公共事業の地域配分の現

状を概観し，第Ⅲ節で社会資本による地域経済

への寄与の程度を，生産技術の相違を考慮に入

れて分析する。

Ⅱ．公共投資の地域配分の特徴とその説明要因

  90年度我が国の公共投資額は36兆7,937億円

に達し，国内総生産のおよそ8％の規模にある。

自治省の『行政投資』によれば，事業目的別に

(1)生活関連，(2)産業基盤，(3)農林水産，④国土

保全投資の4種類に分けられる。生活関連が

47.8％と最も多く，ついで産業基盤19.6％，農

林水産9.0％，国土保全8.6％の順である。

  以上4つの目的別投資の各地域への配分を比

較するために，吉野・中野(1994)と同様，次

のような集中度係数を定義する。この係数は首

都圏やそれぞれの地域における目的別投資の比

率が，全国平均と比べてどの程度であるかを見

る指標である。

  ここで， ijx は地域 j の公共投資 i の額， jx
は地域 j の公共投資総額， jX 地域全体の公共投

資 i の額，Ｘは公共投資総額である。すなわ
ち，地域 j における公共投資 i の配分割合を全

Ⅱ－1  公共投資の地域別配分の特徴
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国平均で割ったものである。従って，

以上ならば，その地域へ用途 i の投資
に行われていることになる。

  生活関連投資は，首都圏，東海，近

都市圏で高く，北海道・東北・九州・

国の水準を大きく上回っている。他方

第2表  

  ただし，第2表の分類に基づいた事

議論には，若干の注意が必要である。

別に分類された投資の中身は都道府県

はないことである。例えば生活関連投

も，市町村道，街路などの都市インフ

文教施設，住宅までその内容は多岐に

各項目の配分にも地域で特色がある。

活道路，密集した住宅地を抱え，都市

を重視する地域もあれば，普及が遅れ

事業に多くの予算を計上する地域もある

  そこで各項目の配分が地域でどの程

きがあるのか調べたのが第3表である
第 1表  公共投資の分類
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産投資は大都市圏で低く，産業基盤や国土保全

と同様，北海道，東北，中国，四国，九州，北

関東などで係数が高い傾向にある(第2表)。

生活環境重視の大都市圏に対して，地方圏では

産業振興重視の配分と言えよう。

地域別の公共事業配分の全国比較

業配分の

まず目的

で一様で

資を見て

ラから，

わたり，

狭小な生

計画事業

た下水道

。

度ばらつ

。表は生

活関連，産業基盤に属する事業間の相関係数お

よびその事業自体の変動係数である。各事業は

投資総額との比率で評価している。

  はじめに相関がプラスである事業同士に着目

すると，市町村道と文教施設とでは相関係数は

0.560と非常に高く，市町村道を重視する地域

は同時に文教施設の配分も高いことを示唆して

いる。その他，街路，都市計画，住宅も互いに

プラスの相関係数を示している。いずれも市町

村道，文教施設との相関はマイナスであること

から，市町村道，文教施設の2事業および街

路，都市計画，住宅の3事業間には，補完的と
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第3表  事業目的別の行政投資間の相関

も言える共通する機能・目的が存在し，各地域

はいずれかのグループを相対的に重視している

ことが予想される。

  そこで，市町村道・文教施設と街路・都市計

画事業費の総額を比較したものが図1である。

右下がりの分布になっており，配分による地域

の特色が表れている。左上に位置する岐阜，佐

賀，長野は，市町村道，文教施設が高く，都市

計画の比率が低い。いずれも新市街地が拡大

し，未整備の生活道路を抱える県である。一

方，下水道，市町村道の都市基盤が整備された

都市部では，むしろ既成市街地の整備を通じた

住環境の改善が急がれる地域であり，東京，大

阪，千葉などの大都市圏に属する都府県が右下

に多く位置する。同じ生活関連に属する事業

も，その細目では地域の事情を映したものと

なっている。

  その他，事業の分類に関わる問題として，分

類の基準そのものの妥当性も検討する必要があ

る。国県道は産業基盤，市町村道，街路は生活

基盤に分類される等，同じ道路でも種別にその

機能は異なると考えられている。道路の利用目

的に応じた結果とは言え，その分類が全ての地

域で妥当する訳ではない。例えば，第3次産業

の比重の高い都市部では，市町村道や街路も

『産業基盤』的な機能も兼ね備えるからである。

農林水産関連である農道も，農村が大半を占め

る地方では『生活関連』的な側面も考えられる

など，別の目的に合致する場合もある。こうし

た意味で，先に示した大都市圏では『生活関

連』の割合が高く，逆に『産業基盤』が低いと

いう評価も，その機能を過少あるいは過大に評

価する可能性があることに留意すべきである。



公共投資の地域配分と生産効果

- 5 -

図1  市町村道・文教施設と街路・都市計画・住宅

Ⅱ－2  クロスセクション・データによる地域

別事業費配分の説明要因

  道路や下水道整備をはじめとする公共事業

は，混雑緩和，普及率の格差解消など各県のミ

クロ的要因に配慮し配分，実施されている。本

節では，地勢，産業構造など地域の特性が公共

事業配分にどの程度反映するのか，これらマク

ロ指標と事業の配分との偏相関係数を求めるこ

とにより，両者の関連を明らかにする。

  第4表の上段の(1)から(4)は，1990年のデータ

を用いて，4つの目的別分類に基づく公共投資

の都道府県別配分を，県内総生産，人口数，第

一次生産高，政治力1)，河川面積，県面積を指

標として偏相関係数にまとめたものである。こ

れより，以下のような結論が導かれる。

  はじめに，自治省の目的別分類にもとづく公

共事業の配分の特徴を見ると，(1)生活関連投資

は，面積，県内総生産が高い地域に多く配分

(0.389，0.914)，人口数の少ない地域に多く配

分(－0.655)されている。これを一人当たりの

総生産の一元化した指標で解釈すれば，大都市

圏などの一人当たり総生産の高い地域に重点的

に配分されていることを示唆している。その

他，政治力の相対的に弱い都道府県に多くの配

分(－0.289)がなされている点に特徴がある。

(2)産業基盤投資は，人口が多く，面積の広い県

1)  ここで政治力とは，衆議院議員定数に，その県の選出の議員が大臣となっている場合には，それを加えて人

  口で割った値である。
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への配分(0.492，0.664)が高くなる一方で，

県内総生産との相関は希薄である。(3)農林関連

投資は，生活関連とは対照的な値を示している。

すなわち，県内総生産が低く，人口が多い地域

(－0.270，0.264)に配分されている。先の議論

と同様，一人当たり総生産の低い地域に重点的

に配分されていると解釈可能である。また，当

然のことながら，第1次生産額とも高い相関を

示している。(4)国土保全投資が相関高い指標

は，総生産，人口，面積，河川面積である。農

業関連と同様，一人当たり総生産が低く，行政

面積，河川面積が大きい都道府県へのウエイト

が高い。また，政治力も有意な値(0.325)を示

しており，高い関連を示している。

  第4表の下段は，目的別事業の細目である(5)

国県道から(15)公共下水道の偏相関係数がまとめ

られている。主な特徴をまとめると，街路，都

市計画，文教施設，住宅の各種生活関連に属す

る事業は県内総生産と正の相関，人口数と負の

相関であることから，一人当たりの県内総生産

の高い地域に重点的に配分されている。他方，

産業基盤の国県道，農業基盤，国土保全の河川

は先の生活関連事業とは対照的に，県内総生産

と負の相関，人口数と正の相関であることか

ら，一人当たり総生産の低い地域に配分率が高

いことを示唆している。また県面積との相関が

希薄な都市計画・住宅事業など，総生産，人

口，面積はじめ全てマクロ指標と無相関である

環境衛生のような事業も見られるなど，各事業

配分の特徴が表れている。

第4表  公共事業・都道府県指標の偏相関

Ⅲ．社会資本の技術効率性の推定

  公共投資は，国土の現況，産業構造や人口規

模など地域の特性を勘案して配分されることは

すでに指摘した通りである。本節ではこうして

形成された社会資本が地域の生産活動に貢献し

ているのか，そうであるならば，地域の間で相

違があるのか，生産関数の推計を通じて検証す
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る2)。

  itY ， itL ， itK ， itS ，をそれぞれ域内生産量，労

働，民間資本，社会資本とすれば，生産関数は

itY ＝f( itL ， itK ， itS ，)と定式化できる。さらに，

各変数を対数変換し，テーラー展開すると

2)  内訳は次の通りである。

●  北海道  北海道

●  東北・北陸  青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，新潟，富山，石川，福井

●  南関東  埼玉，千葉，東京，神奈川

●  北関東  茨城，栃木，群馬，山梨，長野

●  東海  岐阜，静岡，愛知，三重

●  近畿  滋賀，京都，奈良，大阪，兵庫，和歌山

●  中国  鳥取，島根，岡山，広島，山口

●  四国  徳島，香川，愛媛，高知

●  九州  福岡，佐賀，長崎，大分，熊本，宮崎，鹿児島

3)  以下の詳細な説明は，Swamy(1970)，Hisiao(1986)，Greene(1993)を参照されたい。

となり，トランスログ型生産関数が得られる。

ここで 0iB ， KiB ， LiB ， KKiB はパラメータ,添え

字の i は地域 i の係数を表す。吉野・中野(19
94a，b)は定数項 iB0 ，社会資本 SiB の値から

地域の生産技術，社会資本の効率性を検証した。

本研究では，社会資本と民間資本との代替・補

完を表す KSiB を含む全ての係数が異なると仮

定して推計を行っているので，一部の地域で社

会資本と民間資本とが代替的，すなわち社会資

本整備によって民間資本がクラウドアウトされ

るケースも検証できる。

  さらに，(1)式をそれぞれ itLln ， itlnK で微分す

ると，労働分配率(α iL )と資本分配率(α iK )

が求められる。

  すなわち(2)，(3)式は，労働分配率(αLi )，資

本分配率(αKi )を表す式である。ただし， iLB 0 ,

iKB 0 は各地域の分配率の一定の部分を，ε 0Li ,

ε 0Ki ,は確率的な部分にあたる。

  資本と労働の分配率の社会資本に関する偏弾

力性はそれぞれ, KSB , LSB である。 KSB ＝ LSB ＝

0であれば，社会資本は要素配分に中立的であ

り，各要素所得の分配率も独立になる。 KSB の

符号がプラスの場合，社会資本の増大は民間設

備投資を誘発し，間接的に生産拡大に寄与する。

これが吉野・中野(1994)で指摘した社会資本

の間接効果であり，(3)式の資本分配率も高まる

ことが分かる。

  本稿では，生産関数の他に生産要素分配率の

シェア関数も加えた同時推定を行う。すなわち

(1)，(2)，(3)式の3つが推定式となるが，(2)，(3)

の2式は互いに独立ではないので，ここでは(1)

式の生産関数と(2)式の労働所得シェア関数を同

時推定する3)。

  パネル・データを用いて各地域の社会資本の

技術効率性を推計するには，(ⅰ)固定係数モデル

( f ixed-coefficient model)，(ⅱ)確率係数モデル

( r a n dom-  c o e f f i c i e n t  m od e l )による推計の2

通りがある。(ⅰ)の固定係数モデルは，推定式に

係数ダミーを加えて地域間の生産技術の違いを

推定する。(1)式の攪乱項ε it が地域間で独立で

ない限り（Ｅ(ε i ，ε j )≠0)，各地域を別々に
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最小自乗法で推計するよりも，推定量の有効性

は高まる反面，推定パラメータが多くなり，

データの数に制約を受ける欠点がある。労働，

民間資本，社会資本の3要素のトランスログ型

生産関数では，1地域につき定数項を含めてパ

ラメータは10個にも上り，多重共線性や十分な

自由度を確保できない可能性がある。

  他方，(ⅲ)の確率係数モデルは，各パラメータ

を平均とその乖離部分との和と仮定し，推定す

るものである。地域 i の j 番目のパラメータ
ijB は

と表される。ここで jB は ijB の平均， ijv は攪乱

項で確率変数である。各地域での技術水準の違

いは，平均からの乖離として表される。

  また， ijv は以下ような仮定に従う。i地域の

ijv をまとめて， iv ＝（ 2iv …, ikv ）とすると

  ただし，△は ijv の分散・共分散行列である。

確率係数モデルは，固定係数モデルとは対照的

に，直接に推定するパラメータは B のみである
ため，多重共線性，自由度の問題を回避できる。

ただし，Hsiao(1986)も指摘しているように，確

率係数モデルは，母集団から任意に観測データ

を抽出できるケースに適した推定であり，本研

究のような各々の地域の生産技術そのものに着

目する場合には，固定係数モデルによって，

個々のパラメータを明示的に推計するのがが望

ましいと言えよう。

  そこで以下では，各生産要素について同次性

を仮定した固定係数モデルを推定し，併せて各

地域の生産技術が等しいのか否か，以下の式を

検証する。

  本研究では9の地域，定数項を除く各地域の

推定パラメータの数は6であるから，制約は48

となる。尤度比検定での統計量は134.85であ

り，自由度48の1％有意水準72.88も大きく上

回り，やはり生産技術は地域で差があることが

明らかとなった。

  1975年から1984年までの10期間，9地域のパ

ネルデータによる同次性を仮定した推計では，

(1)式の右辺は第5表のように推定された。

  吉野・中野(1 9 9 4 a，b )の結果と共通する

点は，生産要素間の代替・補完の関係である。

労働と民間資本と代替・補完を表す第5表(4)の

LKB は全ての地域でマイナスの値を示し，労働

と民間資本とが互いに代替的であることを表し

ている。一方，(5)の LSB は全ての地域でプラス

であり，労働と社会資本は補完的であることを

示している。 KSB に関しては，各地域とも有意

性は低く，代替・補完の判断は難しい。

  表6は，推計パラメータから得られた社会資

本の(ⅰ)直接効果と(ⅱ)間接効果をまとめたもので

あり，括弧内の値は標準誤差である。ただし，

間接効果はパラメータと非線型の関係にあるの

で，線形化し標準誤差を求めている。

  推定結果はおおむね良好である。直接効果も

近畿(0.215)，中国(0.179)，四国(0.159)，東

海(0.21 7)の地域で有意であり，吉野・中野

( 1 9 9 4 a ， b )と同様，ここでも近畿東海の

大都市圏における直接効果が地方圏を上回って

いる。社会資本の直接的な生産への寄与で判断

する限り，地方圏よりも大都市圏への公共投資

がより効率的である。

  ただし，首都圏，東北，北海道などの地域で

は，有意な推定値は得られず，結論は限定され

たものである。一見すると，これら関東以北の

地域では，社会資本は生産面に寄与していない

と考えられるが，本分析では妥当しない。それ

は多重共線性の可能性を否定できないからであ

る。一部の変数間に共線関係が存在すると，パ

ラメータの標準誤差は過大に推定される。これ

が直接効果の値にも反映するとすれば，社会資

本の評価も誤る怖れがある。特にパラメータと
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非線型な関係にあり，その僅かな変化に大きく

変動する間接効果ではさらに深刻であり，全地

域で有意な結果が得られなかった。通常よりも

パラメータが格段に増加する固定係数モデルで

は，度々問題に直面するとはいえ，分析結果の

評価には慎重を要する。

  分析の一般性を優先することによって，推定

の結果が曖昧となったことは否めない。今後

は，この問題に対処しつつ，地域の様々な生産

技術，社会資本の機能を検証できるかが，今後

の課題である。

第5表  固定係数モデルの推定結果

第6表  直接・間接効果の推定
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Ⅳ．結び

  公共事業は，国土の現況，産業構造など地域

の特殊性を勘案して配分される。本稿では，4

種類の目的別事業と各細目の配分が地域のどの

ような要因と関連があるのか分析した。生活関

連投資は一人当たり所得の高い地域へ多く配分

されており，街路・都市計画，文教施設，住宅

など生活関連を構成する各種事業も同様な傾向

を示している。ただし，都市計画，住宅いずれ

も都道府県の面積と関係が薄く，総額の結果と

は一致しない事業もある。他方，1次生産額，

河川面積との相関が高い農林水産関連，国土保

全は，産業構造，地勢を重視した配分である

が，一人当たりの所得の低い地域へ多く配分さ

れるなど，生活関連とは対照的な結果であった。

  また地域に配分されたこれら公共投資が地域

経済に直接・間接的にどの程度の効果があるの

か求めた。固定係数モデルを用いた推計では，

社会資本の直接効果は，関西以西の地域で有意

な値が得られ，結果はおおむね以前の推計を確

認するものであったが，間接効果に関しては多

重共線性の問題から有意な結果が得られなかっ

た。より一般的なフレームワークを確保しなが

ら，社会資本の効果を推計するにはどのような

方法が望ましいのか，これが今後の分析の課題

である。
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